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解説

デ、リパティブ取引の会計の動向 (2) 

先物取引の利用実態と会計の動向一

I はじめに

1998年 6月に日本簿記学会@簿記実務研究部会が実施

したアンケート調査結果によると，回答会社が行ったデ

リパティブ取引はそのほとんどがへッジ目的で行われて

いた。つまり経営者は為替リスクや金利リスクなどをへ

ッジするためにデリパティフ取引を行っているという事

実関係が確認されたのであるが，現状の企業会計はその

ようなへッジ目的の企業活動を把握し公表する仕組みな

っていない。日本の企業会計の準拠枠である「企業会計

原則」は会社の経済実態を示す真実な情報の提供を目的

としていることからも，へッジ活動を把握するた'めの認

識測定基準の整備が各方面から要請されている。

そこで，以下においては，まず上記アンケート調査の

中から先物取引の会計処理に関する調査結果を紹介し当

該取引に関する経営者の意識を明らかにする。次に，そ

れを踏まえて先物取引に関する現行の会計処理の問題点

を指摘し，本年1月に公表された大蔵省企業会計審議会

の「金融商品に係る会計基準」におけるへッジ会計の基

本的な考え方を提示する O 最後に米国財務会計基準審議

会 (FASB)財務会計基準書第133号(1)の特徴を摘記して

アメリカにおけるヘッジ会計の最新の動向を探ってみた

しユ。

II 先物取引の会計処理に関する経営者の意識

1 調査目的と回答会社の概要

筆者が所属した日本簿記学会・簿記実務研究部会

(1997・1998年)が実施したアンケート調査の目的は，

複雑化・多様化したデリパティブ取引の簿記処理に焦点、

をあてその実務実態を浮き彫りにすることにあった(2)。

調査対象会社は日本内部監査協会に所属する会員会社

(特殊法人'組合。協会を除く)913社のうち初年度(1997

年)のアンケートでデリパティブ取引を行っていると回

答した177社でヲ質問内容は「先渡取引J，r先物取ヲIJ，
「スワップ取ヲIJ，rオプション取ヨIJの具体的な簿記会
計処理に関して構成されていた。 1998年6月の調査時点

で協会の所属からはずれた 3社を除く174社に対して最

終的にアンケート用紙が送付された。

72社から回答がありヲ有効回答は71社で有効回収率は
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40.8%であった。回答会社は24業種(建設5社，食品2

社，繊維2社，化学2社，薬品4社ラ石油2社，ゴム 1

社，鉄鋼4社，非鉄金属2社，機械5社，電気9社ラ造

船1社，自動車2社，その他製造2社，印刷@事務機器

l社ラ商社7社ヲ百貨届@スーパー 1社ヲ金融機関2社，

損保3社，不動産2社，陸運3社，電力 1社，ガス 1社，

生保4社，無回答3社)に分布していた。また，回答会

社の会社規模は， r表1Jに示すように直近の会計年度の
資本金でみると 5億円以上の商法上の大会社に相当して

いる。

表1 資本金による会社規模

1) 10億円未満

2) 10億円以上40億円未満

3) 40億円以上150億円未満

4) 150億円以上400億円未満

5) 400億円以上

6 )無回答

表2 売上高による会社規模

1) 500億円未満

2) 500億円以上2000億円未満

3) 2000億円以上4000億円未満

4) 4000億円以上1兆円未満

5) 1兆円以上

6 )無回答

2 デリバティブ取引の利用実態

1社

11社

19社

16社

14社

10社

8社

24社

12社

5社

13社
10社

調査時点(1998年6月)でデリパティブ取引を行って

いた会社は71社中64社 (90.1%)で 7社は取引を行っ

ていなかった。さらに64社に対して「先渡取ヨIJ，r先物
取引J，rスワップ取ヲIJ，rオプション取ヲIJのそれぞれ
ついてどのような取引を行っているかを利用目的別に質

問した。

デリパティブ取引の総件数は266件で，その内訳は「へ

ッジ目的J取引195f牛(73.3%)，r投機目的J取引32件(12.0
%)， r資本調達コスト削減目的J取引39件(14.7%)で
あった。「表3Jは利用頻度JI買に 5位までの取引を目的別

にまとめたものである O デリパティブ取引はその 7割以

上がへッジ目的であり，ヘッジ目的取引の内訳をみると

為替リスクや金利リスクをへッジするために「為替予約」

や「金利スワップjの占める割外が相対的に大きくなっ

ているということが理解できる。また， r金利スワップ」
は資本調達コストの削減を目的としても多く利用されて

いることが明らかとなった。
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表3 利用目的別のデリパティブ取引の実態

① へッジ目的(195件)
1)為替予約 56社 (28.7%)

44社 (22.6%)

21社 (10.8%)

16社(8.2%) 

13社(6.7%) 
45社 (23.1%)

2 )金利スワップ
3 )通貨入ワップ
4 )通貨・通貨先物オプション
5 )キャップフロアー
その他の取引の合計

② 投機目的 (32件)
1)為替予約 5社(15.6%)

4社(12.5%)

4社(12.5%)

4社 (12.5%)

3杜(9.4%) 

3社(9.4%) 

3社(9.4%) 
6社 (18.8%)

2 )株価指数先物
2 )通貨@通貨先物オプション
2 )株価指数オプション

3 )債券先物
3 )債券@債券先物オプション

3 )金利スワップ

その他の取引の合計

③ 資本調達コスト削減目的 (39件)
1)金利スワップ 17社 (43.6%)

2 )デットアサンプション 5社(12.8%)

3 )金利。金利先物オプション 4社 (10.3%)

4 )為替予約 3社(7.7%) 

4 )複合取引 3社(7.7%) 
その他の取引の合計 7社 (17.9%)

表4 利用目的別の先物取引の実態

医薬品 商社

① 債券先物

1)へッジ目的 1 

2 )投機目的 O 
3 )資本調達コスト削減目的 O 

② 株価指数先物
1)へッジ目的 O 
2 )投機目的 O 
3 )資本調達コスト削減目的 O 

③ 金利先物
1 )へッジ目的 1 

2 )投機目的 O 
3 )資本調達コスト削減目的 。
3 先物取引の会計処理の実態

企業会計上，先物取引に係る相場の変動を損益として

認識する基準として値洗基準と決済基準がある。{直洗基

準は，先物相場の変動に基づく値洗差額を値洗のつど損

益として認識する基準である。決済基準は，先物相場の

変動に基づく値洗差額を取引の決済時に損益として認識

する基準である問。

わが国の会計実務においてはヲ収益の認識には一般に

実現主義が採用されているため，先物取引に係る相場の

変動を損益として認識する基準として決済基準が採用さ

れることとなる。先物相場の変動は差金決済時に認識す

るが，具体的には，反対売買(日)基準，差金授受(日)

基準等が適用される (4)。

そこで，先物取引に係る損益の認識基準としてどのよ
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ここで，本稿の課題である先物取引の実態についてみ

てみたい。先物取引を行っていると回答した会社は 9社

で9 その業種別の内訳は医薬品 1社，商社2社ヲ生保3

社ヲ損保2社，業種無回答1社であった。「表4Jは先物

取引を利用目的別にまとめたものである。先物取引の総

件数は27件でラデリパティブ取引の総件数 (266件)に占

める割合は10.2%であった。取引の種類は，債券先物10

件，株価指数先物10件，金利先物7件で，通貨先物取引

を行っていると回答した会社はなかった。それらの取引

についてへッジ目的の取引は17件 (63.0%)でヲ投機目

的が9件 (33.3%)で，資本調達コスト削減目的が l件

(3.7%)となっていた。先物取引の利用目的もデリパテ

ィブ取引全体の傾向と同様にへッジ目的で行われている

ということが明らかとなった。

生保 損保 業種不明 合計

3 2 。 7社
I O 1 3社。 O O O社

3 1 。 6社
1 O 1 4社。 O 。 O社

l O 4社

O O 2社

O 。 O 1社

うな基準を採用しているかを内部管理目的と外部報告白

的について質問した。その結果を以下に示している。

① 内部管理目的の処理

1)簿外で値洗処理 4社

2 )帳簿上値洗処理 2社

3 )決済基準 6社

② 外部報告目的の処理

1 )値洗基準 3社

2 )決済基準 9社

管理自的と報告目的で異なる損益処理基準が採用され

ているかどうかを調べたのは9 上記の調査結果でも明ら

かなようにデリパティブ取号lのほとんどはへッジ目的行

われている。したがって，経営者はへッジ手段がへッジ

対象に対して有効であったかどうかを絶えず確認してい
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るはずであり，そのためには値洗基準の適用が必要にな

る。調査結果はこの点を実証しており雪経営者の意向と

一般に認められた会計処理基準に食い違いがあるという

ことが確認された。

大蔵省企業会計審議会が1990年に公表した「先物。オ

プション取引等の会計基準に関する意見書等について」

の「第二部先物取引に係る会計処理に関する中間報告」

において決算時に先物相場の変動に基づく損益を認識し

ないということに関連して次のような問題点が指摘され

ている。

① 決済時点まで損益が認識されないため先物取引に

係る経営実態を的確に把握するための適切かつ十分

な財務情報が提供されない。

②利益の発生している先物取引のみを決済し期末に

おいて損失の発生している先物取引は未決済のまま

残し損失を認識しないという恋意的な経理を行う余

地を排除することができない。

③ へッジ自的で先物取引を行っていても，未決済の

先物取引に係る損益が期末に認識されないために，

期末時点で認識されたへッジ対象物の損益がカバー

されているかどうかの経済的実態が財務諸表上反映

されない。

以上の問題点を克服するために値洗基準の適用の必要

性が論じられているが，値洗基準の適用に際しては，ヘ

ッジ会計の導入が必要であり，さらに値洗基準による先

物取引損益を配当可能利益や課税所得に算入することの

可否など，未解決の問題があるので，値洗基準を直ちに

適用できないという状況にあることが上掲の「意見書」

の中で指摘されている O

III へッジ会計の最近の動向

1 日本におけるへッジ会計の方向

大蔵省企業会計審議会は1999年 1月22日に「金融商品

に係る会計基準の設定に関する意見書」を公表した。こ

の中で今後の我が国におげるへッジ会計のあり方が示さ

*1している。
「金融商品に係る会計基準」の「第五へッジ会計Jに

よれば，へッジ会計とは，へッジ取引のうち一定の要件

を満たすものについて，へッジ対象に係る損益とへッジ

手段に係る損益を同ーの会計期間に認識し，へッジの効

果を会計に反映させるための特殊な会計処理であると規

定されている。

へッジ会計が適用されるへッジ対象は，相場変動等に

よる損失の可能性がある資産または負債で，当該資産ま
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たは負債に係る相場変動等が評価に反映されていないも

のラおよび，相場変動等が評価に反映されているが評価

差額が損益として処理されないもの，もしくは9 当該資

産または負債に係るキャッシュフロ←が固定されその変

動が回避されるものである。なお，へッジ対象には予定

取引により発生が見込まれる資産または負債を含む。

前節において問題としたへッジ手段に係る評価損益の

処理であるが，同会計基準によれば原則としてへッジ手

段に係る時価評価差額はへッジ対象に係る損益が認識さ

れるまで資産または負債として繰り延べる方法(この方

法を公開草案では「繰延へッジ」と呼んでいる)による

ことと規定された。ただし，へッジ対象である資産また

は負債に係る相場変動等を損益に反映させることにより，

その損益とへッジ手段に係る損益とを同ーの会計期間認

識することもできるとしている(これを公開草案では「時

価へッジ」と呼んでいる)。また，実施時期は平成12年4

月1日以後に開始する事業年度とされた。

したがって，例えば先物取引についてはへッジ対象が

時価評価できない場合は決算時に値洗基準で認識した評

価損益を資産または負債として繰り延べることになるた

めラへッジの有効性に関する判定ができなくなる。むし

ろ，へッジ活動を包括的に把握しその経済実態を明らか

にするにはヲへッジ対象を時価評価することによる「時

価へッジ」を原則とすべきではないかと考えられる O

2 米国におけるへッジ会計の動向

1998年6月に公表されたFASB基準書第133号『デリパ

ティブとへッジ活動に関する会計』は1999年6月15日以

降に開始する事業年度からSEC登録会社に適用される

ことになるがヲこの基準書の特徴は次の三点にある (5)(な

お，以下に示す括弧内の数字は同基準書のパラグラフを

示している)。

① すべてのデリパティブは貸借対照表において公正

価値で報告される (par.17) 0 

② へッジ関係が意図されずかっ適格でないデリパテ

ィブの公正価値の変動は稼得利益に記録される

(par .18)。

③ 指示された適格なデリパティブ、の価値の変動につ

いて一定の条件の下で特別の会計処理 (specail

accounting)が認められる (par.18，22，31)。基準書

では「公正価値へッジJ，1"キャッシュフローへツ

ジム「外貨へッジ」の3種類に分けてへッジ会計処

理が解説されている。

公正価値へッジとは，認識されている資産または負債
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の公正価値の変動可能性のへツジ，あるいは，特定のリ

スクが伴う未認識の確定契約の公正価値の変動可能性の

へツジを意味する (par.20)。この場合に，へッジ対象は

価格リスクにさらされていること，ヘッジ対象とへッジ

手段のそれぞれの公正価値の変動は相殺されなければな

らないこと，ヘッジ対象とへッジ手段の公正価値の変動

は稼得利益に記録されること，へッジ対象の基礎は公正

価値の変動によって修正されることが公正価値へツジの

特徴ないし要件となっている (par. 20-22)。

キャッシュフローへツジとは，へッジ対象のキャッシ

ュフローの変動可能性がへッジ手段のキャッシュフロー

によって相殺される場合のへッジ関係をさしている

(par .28)。この場合に，へッジ対象は変動の可能性のあ

るキャッシュフローを伴う予定取引または貸借対照表項

目であること，ヘッジが有効となった場合の利得または

損失はその他の包括利益において報告されること，稼得

利益の認識はへッジ取引に対応すること，へッジが有効

でなかった場合の利得または損失は稼得利益において報

告されることがキャッシュフローへッジの特徴である

(par.28-31)。

また，基準書第133号では適格外貨へッジの範囲を拡張

することによってへッジ会計指針の一貫性が高められて

いる。外貨へツジの特徴は，在外事業活動におげるキャ

ッシュフロー，公正価値，純投資のへッジが含まれるこ

と，基準書第52号の考え方の大部分が踏襲されているこ

と，非デリパティプ商品の限定的な利用が認められてい

ること，ヘッジ会計が特に予定取引およびタンデム通貨

ヘッジ (tandemcurrency hedge)に拡張されているこ

とである。

基準書第133号の中で解説されている多数の具体的な

取引事例を紙幅の関係で検討することはできないが，上

記の説明にあるようにへッジ対象に対するへッジ手段の

有効性を同一会計期間において認識測定することにより

経営実態に関するより透明性の高い情報を提供するとい

うアプローチがとられている。

W むすび

本稿は，アンケート調査結果に基づいて先物取引の会

計処理に関する経営者の意識を浮き彫りにし，現状の日

本の会計処理基準は経営者の意向を財務諸表に反映する

基準となっていないため，投資家は会社のへッジ活動に

関する事実関係を知り得る状況にないことがあらためて

確認された。この状況を改善するために大蔵省企業会計

審議会は「金融商品に係る会計基準Jを公表したにもか

かわらずへッジ会計の原則処理は「繰延へッジ」として

いるため，企業のリスク管理の有効性を判断するための

十分な情報を投資家は依然として得ることができないの

ではないかと考えられる。

しかも， r繰延へッジJ処理は，繰り延べられる利得ま
たは損失が資産または負債の定義を満たさないこと，す

べての盆融商品を公正価値で、貸借対照表において報告す

るという目的にそぐわないこと，さらに，へッジ対象の

公正価値の増減が完全に相殺される状況にあってもへツ

ジ手段の評価損益の繰延を認めてしまうことの三つの理

由から極めて問題であるとして，米国財務会計基準審議

会 (FASB)がその採用を見送った会計処理である

(par .346)。

したがって，我が固においてもへッジ対象を時価評価

することによる「時価へッジ」を原則処理とすることの

方が， r意見書jのrn本意見書の位置づげ」の中で示さ
れている「我が国証券市場への内外からの投資参加の促

進」や「投資者の適切な投資判断を可能にするJといっ

た目的に資するものと判断される。その「位置づけ」の

中で彊われている r21世紀へ向けての活力と秩序ある証

券市場の確立に貢献する」ためには，へッジ活動の事実

関係を忠実に映し出すへッジ会計処理の具体的手続きの

開発が急務であると考えられる。
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